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1. はじめに  
 
2011（平成 23）年末の外国人登録者数は 2,078,508 人である（総務省  2014）．
一方で経済連携協定（EPA）に基づく看護師候補者受入れ政策（以下，EPA 受入
れ政策）によって来日した看護師候補者（以下，候補者）は，2008 年度から 2013
年度までの累計で 741 名（インドネシア人 440 名，フィリピン人 301 名）となり，
外国人登録者数の 0.04％にも満たない．  
このようなきわめて少数の人の国際移動においてもさまざまな摩擦が起こって
いる．たとえば前田（2013）は，EPA 受入れ政策にかかわる二つの組織，日本看
護協会とフィリピン看護師協会の立場に着目し，同政策が従来からある二つの組
織を揺るがしている状況を両組織の比較検討から考察した．これは EPA 受入れ政
策にかかわる組織に着目した研究と位置づけられる．  
本稿は EPA 受入れ政策にかかわる個人に焦点を絞り，同政策においてもっとも
注目される課題の一つである帰国者支援のあり方について取り上げる．具体的に
は，候補者となりながらもその目的である看護師国家試験（以下，国家試験）に
合格できずに帰国した人（以下，帰国者）が，送り出し国で現在どうなっている
のか，日本または送り出し国の社会にとって，また帰国者にとって今後はどうあ
るべきか，より良い解決策はないのかを検討し，EPA 受入れ政策の帰国者支援に
関して提案をすることを目的としている．  
本稿は，候補者や EPA 看護師 1)並びに候補者受入れ病院関係者や支援者等の
EPA 受入れ政策の関係者 29 人に対して行った面接調査の結果が中心となる．  
上述のように，日本の外国人登録者数からすると候補者は 741 名とごく少数で
ある．その中でも帰国者は 253 名（インドネシア人 175 名，フィリピン人 78 名：
                                                        
1) 法務省「特定活動７」：「EPA 看護師」とは，候補者が看護師国家試験に合格することに
より看護師免許を受け，本邦の公私の機関との契約に基づき看護師としての業務に従事する
活動の延長を希望する場合に用いる在留資格である．（2013 年 12 月 4 日取得，
http://www.moj.go.jp/ONLINE/IMMIGRATION/ZAIRYU_HENKO/zairyu_henko11_21_08.
html）．  
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2012 年 1 月時点）とさらに少ない．しかしながら候補者の受入れは，候補者受入
れ施設において「国際貢献・国際交流のため」，「将来の外国人看護師受入れのテ
ストケースとして」 2)など，本格的な外国人看護師の受入れが始まった時の布石
と捉えられている．従って  EPA 受入れ政策は今後の外国人看護師受入れ政策の
動向の指標となることが予想される．  
またインドネシアやフィリピン側からすれば，日本は EPA で製品をどんどん売
り込みながら，看護師らの受入れは，日本語という「非関税障壁」でブロックし
ているように見えるかもしれない．帰国者の多さは「日本の身勝手さの象徴」と
映るのではないかとの懸念もある（『読売新聞』 2011.2.9）．  
 帰国者の出る原因は国家試験が難しいことなど様々考えられるが，それについ
てはすでに複数の先行研究が論じているので，本稿はその原因には触れず帰国者
の支援に焦点を当てる．   
本稿は以下のような構成で議論を進める．まず送り出し国における看護師の厳
しい失業の現状と国家試験に不合格となった帰国者の推移を提示し，帰国者が送
り出し国でどういう状況に置かれているのかを概観する（2 節）．そして候補者や
帰国者への政府支援がどのように行われているのかを明らかにし（3 節），候補者
の関係者や支援者等が帰国者の支援をどう見ているのかを面接調査の結果から浮
かび上がらせる（4 節）．その上で考えられる帰国者支援の提案行う（5 節）．   
それでは最初に送り出し国の状況がどうなっているのか，フィリピンとインド
ネシアという二つの送り出し国について概観する．  
 
2. 送り出し国の現状と EPA 受入れ政策による帰国者の推移と状況  
 
2.1 送り出し国の現状  
 
まずフィリピンについて見てみよう．カナダ医療協会（ Canadian Medical 
Association 2013）3)はフィリピン海外雇用庁（POEA）のデータに基づいて，以下
の点を明らかにしている．①2004 年から 2010 年の間に約 72,000 人のフィリピン
人看護師が海外で新規雇用あるいは再雇用されたこと，  ②2008 年当時の保健長
官  Francisco Duque 氏  は 85%のフィリピン人看護師が西洋の国で働いていると概
                                                        
2) 厚生労働省  2010（平成 22）年 4 月 8 日「インドネシア人看護師候補者受入実態調査（結
果）」調査時期：平成 22 年 2 月 2 日から平成 22 年 2 月 16 日．（2012 年 5 月 5 日取得，
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000005ltf -img/2r98520000005lwh.pdf）．理事
長・病院長への質問回収 33 枚「国際貢献・国際交流のため，回答数 24（72.2%），「将来の
外国人看護師受入れのテストケースとして」回答数 28（84.8%）（厚生労働省 2010:23）  
3) カナダ医療協会のホームページによると，同協会は高品質の保健医療の利用のためにその
会員と国民の代表を支持し，そして医師への統率と指導を提供する全国的な自発的な医師の
協会である．（2014 年 1 月 25 日取得，http://www.cma.ca/about-us）．  
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算していること，③保健局の医療人材資源開発局長 Kenneth Ronquillo 氏が，大量
に報告されている頭脳流出（brain drain）は実際に根拠のない話（myth）であり，
「事実上の看護師と医師に関して，フィリピンは常に十分な供給がある」と述べ
ていること，④2008 年の金融危機で，海外需要の落ち込みの結果，フィリピンは
実は逆の問題―過剰―の問題に直面しているかもしれないこと，⑤2011 年半ばに
フィリピン看護師協会（ the Philippine Nurses Association）は 28 万 7 千人の看護師
が非雇用か，労働時間が不十分であると考えていることである．  
フィリピンは世界有数の看護師送り出し国であるが，一般的に言われる頭脳流
出への危惧とは対照的に，リーマン・ショック後の影響で，現実的には看護師が
余るような状況にあることが分かる．  
次にインドネシアの状況はどうであろうか．Suwandono, et al.（2005:1）は，①
看護師養成のためのインドネシアの看護大学（Academic of Nurses）と医療技術専
門学校（Health Poly-Technique）は 409 学校あり，年間に約 22,000 人の看護師が
供給されると予測し（2004 年実績は約 18,000 人と報告されている），②この 5 年
間の健康開発期間の公共医療部門の需要は毎年 2,000 人ないし 3,000 人であり，
一方で私立の医療部門は多様で状況によって異なり，おおよそ毎年 1,000 人から
2,000 人と供給過剰な状況であることを明らかにしている．データは若干古いも
のの，インドネシアもフィリピン同様，看護師が余る状況にあることが分かる．  
ではインドネシア政府は看護師などの熟練労働者の海外移住をどのように考え
ているのだろうか．インドネシア政府の報告書（ Indonesia Country Report 2011:11）
によると，「インドネシアの高い失業率を克服するための解決策は政府，実業界，
そしてすべての地域の成員が雇用創出を通してともに多様な失業率の削減の努力
を行うことにあり，政府は海外で働く熟練した労働力の数を増加させる実際的な
対応を行う」と述べている．  
このように両国はそろって看護師や熟練労働者の海外移住を高い失業率の克服
のための政府の方針としている．一方，日本で 3 年間または 4 年間の看護補助者
として経験を積んだ人々が，「帰国者」として送り出し国に戻っている現実もある． 
以下では EPA 受入れ政策の帰国者数を，厚生労働省のデータから検証する．  
 
2.2 帰国者の推移  
 
前述のとおり，EPA 受入れ政策の問題点の一つは，滞在が認められた 3 年間に
その目的である国家試験に合格できない候補者が帰国していることである（表 1
参照）．  
厚生労働省 4)によると，インドネシア人第 1 陣から第 6 陣（2008 から 2013 年）
                                                        
4) 厚生労働省「インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受入れについて」（2013 年 10
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の入国者数は 440 名，フィリピン人第 1 陣から第 5 陣（2009 から 2013 年）の入
国者数は 301 名，合計 741 名である．そのうち国家試験合格者はインドネシア人
51 名（年度毎の合格率は 23％～8%），フィリピン人 15 名（同，12%～9%）の合
計 66 名（全体では約 9.7%）である．  
2012 年 1 月時点で，国家試験に不合格で帰国した人がインドネシアは 175 名
（2008 年度から 2013 年度），フィリピンは 78 名（2009 年度から 2013 年度）の合
計 253 名である．  
 
表１ インドネシア人・フィリピン人看護師候補者受入れ状況 
  インドネシア人  フィリピン人  
  候補者  合格者    候補者  合格者    
受入
れ  
年度  
入
国
者
数  
雇
用
契
約  
終
了  
不
合
格
帰
国
率  
1
年
延
長  
就
労
中
の
人
数  
雇用
契約
終了  
合
格
率  
日
本
に
滞
在
中  
入
国
者
数  
雇
用
契
約  
終
了  
不
合
格
帰
国
率  
1
年
延
長  
就
労
中
の
人
数  
雇
用
契
約
終
了  
合
格
率  
日
本
に
滞
在
中  
2008 104 80 77% 0 20 4 23% 20  - -  -  -  -  -  -  -  
2009 173 89 51% 60 23 1 14% 83  93 64 69% 18  10 1 12% 28  
2010 39 4 10% - 3 0 8% 35  46 8 17% - 4 0 9% 38  
2011 47 2 4% - 0 0   45  70 6 9% - 0 0   64  
2012 29 0   -  0 0   29  28 0     0 0   28  
2013 48 - -  -  -  -  -  48  64 - -  -  -  -  -  64  
累計  440 175 40%   46 5 12% 260  301 78 26%   14 1 5% 222  
合格  
者計            51               15     
出典：厚生労働省「インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受入れについて」（ 2013 年
10 月 22 日取得，http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/other21/）より筆者作成．  
注：雇用契約終了＝雇用契約終了帰国者，1 年延長＝1 年延長滞在者，不合格帰国率＝（雇用
契約終了帰国者 /入国者，合格率＝合格者 /入国者）．二重線より上は 1 年間の滞在延長の可
能性がある受入れである． 
 
ここで注目すべき点は，2009 年度のインドネシア人の滞在者 83 名中 60 名，ま
たフィリピン人の滞在者 28 名の内 18 名が 1 年間の滞在延長（総務省  
2013:124-125） 5)を認められていることである（後述）．とはいえこれらの人々は
2013 年 2 月の国家試験に不合格なら帰国を余儀なくされるため，さらに帰国者が
増える可能性を含んでいる．  
次はより具体的な帰国者の状況を示す．  
 
 
                                                                                                                                                                  
月 22 日取得，http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/other21/）．  
5) 総務省平成 25（2013）年 4 月 19 日「外国人の受入れ対策に関する行政評価・監視－技能
実習制度等を中心として－EPA（経済連携協定）に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者
の受入れ」（124-125 頁）．（2013 年 10 月 27 日取得，
http://www.soumu.go.jp/main_content/000219631.pdf）．  
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2.3 帰国者の状況  
 
帰国者の具体的な姿はなかなか見えないのが実情である 6)．  たとえば，「帰国
した看護師の多くは，インドネシアの医療機関に再就職している」（『読売新聞』  
2012.1.4）という報道がある．また在インドネシア日本大使館がインドネシアの
帰国者 85 人（帰国予定者含む）のうち 47 人（約 55%）に調査した結果によると，
29 人（約 62%）が医療機関や日系企業などに再就職したが，残りは仕事に就いて
いないということや，EPA の枠組みでは，不合格で帰国しても再来日すれば受験
できるため，再挑戦を望む人も多いこと，さらに日本大使館が 2011 年に就職説明
会や模擬試験を実施したこと（『朝日新聞』  2012.3.26）などが報じられている．
しかし，上述の新聞記事からは帰国者の具体的な状況はわからない．  
これに関して，市民ボランティア団体のガルーダ・サポーターズ 7)が 2012 年 11
月にインドネシアにおいて調査を行った．そのアンケート結果が表 2 である．  
この調査は 2012 年 11 月にインドネシアで実施されたものであり，2013 年 7 月
21 日に行われたガルーダ・サポーターズの総会で「帰国した EPA 候補者・資格
者へのアンケート結果  その 1，その 2」として発表された．インドネシアに帰国
した元 EPA 看護師と帰国者 20 名と元介護福祉士候補者 2 名の合計 22 人が調査対
象である．  
まず「帰国後の仕事」への回答で，看護師として働いているのは 4 名（36%）
であり，これに日本企業の医療機関で働く 2 名（9%）を加えると，6 名（45%）
が医療機関で働いている．この数字は帰国者の一部が看護師になっていることを
示す貴重な資料であろう．一方，医療機関以外に就職した人は 4 名おり，上記の
医療機関への就職を含めた就職率は 63%である．残り 37%は就職していない，あ
るいは未記入となっており，  就職していない可能性が高い．  
また「帰国の理由」への回答を見ると，「結婚」が 6 名（27%）ある．候補者が
結婚適齢期であることと関連しており，注目に値する結果である．その他の主な
帰国の理由は，「家庭の事情」11 名（50%），「国家試験不合格・雇用契約切れ」4
名（18%）となっている．一方で，再来日の意思を示している人が 18 人（82%）
もいることは特筆すべきであろう．  
                                                        
6 )  本稿ではインドネシアの事例を一部紹介するが，フィリピンについてはさらに具体像が見
えない．今後の研究が期待される．  
7) ガルーダ・サポーターズとはインドネシア人看護師・介護福祉士候補者等への支援など必
要な活動に取り組むことを目的に 2009 年 6 月 14 日に設立した市民ボランティア団体である．
「宮崎和加子 (ガルーダ・サポーターズ共同代表 )Official website」より．  
（2014 年 1 月 2 日取得，http://www.miyazaki-wakako.jp/garuda.html）．  
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表 2 ガルーダ・サポーターズのインドネシア人帰国者へのアンケート結果  
調査内容  
女性  
(人 ) 
男性  
(人 ) 
合計
(人 ) 
割合
(%) 
合計  
(%) 
調査
人数  
看護      14   6   20   91   
 
  
介護      2       2   9   
 
  
小計        16   6   22       100 
今後
来日
する
意思  
ある      12   6   18   82       
分からない・不明  4       4   18       
小計        16   6   22       100 
帰国
後の
仕事  
ある  
看護師  4   4   8   36 
45 
63 
  
日
本
企
業  
医療
機関  
2       2   9   
通
訳・販
売等  
4       4   18 
  
  
不明  4       4   18 
  36 
  
ない・不明    2   2   4   18   
小計        16   6   22       99 
帰国
理由  
結婚      5   1   6   27   
 
  
家庭の事情  7   4   11   50   
 
  
国家試験不合格・雇
用契約切れ  
3   1   4   18   
 
  
その他  1       1   5   
 
  
小計        16   6   22       100 
（不明は未記入を含む） 
出典：ガルーダ・サポーターズ「帰国した EPA 候補者・資格者へのアンケート結果  その 1，
その 2」（調査時期：2012 年 11 月）より筆者が作成 
 
上述のように，帰国者の一部は母国で失業状態にあり，日本で学んだ技術や知識
を母国の医療環境改善に生かし難い状況がある．このままでは帰国者本人の努力
だけでなく，EPA 受入れ政策の関係者によるさまざまなサポートもまた無駄にな
ってしまう．それでは日本政府は，候補者や帰国者への支援を具体的にどのよう
に行っているのだろうか．以下，それらの支援について検討する．  
 
3. 候補者・帰国者への支援  
 
3.1 候補者支援―1 年間の滞在延長，並びに訪日前 6 ヶ月日本語研修について  
 
候補者に対する第一の支援策として，特例的に滞在期間の１年間延長を認めて
いる．総務省行政評価局（2013: 124-125）によると，政府は外交上
， ， ，
の
，
配慮
， ，
（傍点
筆者）の観点から，追加的な学習支援が本格的に開始される前に入国した 2008（平
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成 20）年度又は 2009（平成 21）年度の候補者について，また 6 か月の訪日前日
本語研修の開始前に入国した，2010（平成 22）年度及び 2011（平成 23）年度の
候補者，並びに 2012（平成 24）年度のフィリピン人候補者についても，特例的に
滞在期間の１年間延長を認めている．  
前述のように，2013 年 1 月時点の 1 年間の滞在延長の対象者は，2009 年度のイ
ンドネシア人 60 名とフィリピン人 18 名の合計 78 名である．これらの人は 4 度目
の国家試験受験の機会が与えられる．  
第二の支援策は，訪日前に 6 ヶ月間の日本語研修が行われるようになったこと
である．これは，来日前にやる気のある人とない人をふるいにかける意図もある．
日本語や日本の文化に触れてやる気を出す人もいればあきらめる人もいるため，
日本の看護を学ぼうという気持ちが最初からない人を選別できる．この支援策は
日本人の EPA 受入れ政策関係者が再挑戦を支援する条件として挙げていた問題
（後述）を事前に解消する可能性を秘めている．さらに第三の支援策として，受
入れ病院に入る前の学習期間が当初の訪日後 6 ヶ月間に加えて 1 年間に延びたこ
とで，今後の国家試験の合格率が上がる期待が持てる．  
 
3.2 帰国者支援―再チャレンジ支援の実施について  
 
帰国者に対する第一の支援策は，国家試験の再チャレンジ支援である．これは，
「EPA による看護師・介護福祉士候補者の中で，国家試験に合格しないまま帰国
する者が出てくることが見込まれるが，これら候補者は，一定の日本語能力と日
本の病院等での実習経験を有する貴重な人材であることから，引き続き我が国と
の繋がりを維持し，これらの候補者が母国への帰国後においても国家試験に再チ
ャレンジがしやすい環境を提供することが望ましい．そのために e ラーニング 8)
や現地での模擬試験の実施等を積極的に進める」（総務省行政評価局  2013: 167）
という政府方針に基づいて行われている．  
帰国者への国家試験への再挑戦の支援は，調査対象者の多くが望んでいる政策
であり，帰国者が見込まれた時点での素早い対応であった．また送り出し国への
内政干渉にならない政策であると評価できる．ある EPA 受入れ政策関係者による
と，「不合格の人が戻って行っても，逆に 3 年間のブランクが生じるわけですよ．
日本で助手としてしかしていなかったので．帰ってもとの職場に戻っても，後輩
はもう上，行ってます．理想的には，ちゃんと合格して何年間か看護技術を身に
付けて（からの帰国が望ましい）」（インドネシア，その他，女性）という．  
一方で，再チャレンジ支援は帰国者が日本で獲得した技術や知識を帰国者の母
                                                        
8) ラーニングとはパソコンやコンピュータネットワークなどを利用した教育の仕組みを利用
した学習支援である．  
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国の医療環境の改善に用いようとするよりは，むしろ日本に戻そうとする支援で
あるという見方もある．つまり，EPA 受入れ政策の帰国者支援は，日本の外国人
労働者受入れ政策や，送り出し国の頭脳流出への配慮というより，むしろ問題が
起こるとそれに対して外交上の対策を考えるという「増分主義」 9)の政策である
という批判である．  
さらに自発的に帰国したいと考える候補者がいることへの対策にはなっていな
い点も指摘できる．ある EPA 受入れ政策関係者によると「長くても 8 年ですね．
ゆくゆくはインドネシアに帰りますって（言っている人がいます）．20 代後半，
あるいは 30 代でまだ独身の人．インドネシアに帰ったら，今度は修士に進学でき
ますね．合格しても働いてみて人間関係がだめになって『帰るわ』って，そうい
う人もいますね．結婚を控えているとか，婚約者がいるとか，それも帰国の原因
になりますね．たとえば特に女性がここに残りたいと言っても，日本には旦那さ
んの仕事がないんですね」（インドネシア，その他，女性）と政策の背景にある別
の問題を指摘する．  
また EPA 看護師本人からも「日本に来た理由は新しい技術とか知識を学んで持
って帰るという目的で来ましたので，いつか帰って…．一人の人間そんなに大き
いことはできないんですね．友だちともいろいろ一緒にやれば，少しは知識の伝
達ができるんじゃないかと思います」（インドネシア，EPA 看護師，女性，30 歳
代）という意見や，「今の所はなんか帰りたい気持ちが…．まだ結婚してないから，
そろそろ結婚しようかなと思って，ずっと日本にいたらなかなか出来ないかなぁ
と思って」（インドネシア，EPA 看護師，女性，30 歳代）という意見など，帰国
を示唆する発言があった．  
このように候補者の中にはそれぞれのライフ・コースの中で母国に帰りたい人
がいることを EPA 受入れ政策は考慮する必要がある．  
次節では受入れ病院の関係者や EPA 看護師，候補者，及びその支援者がどのよ
うに帰国者への支援を考えているのかについて，筆者の行った面接調査の結果を
提示する．  
 
4. 面接調査とその結果について  
 
4.1 面接調査の概要  
 
面接調査の目的は，EPA 受入れ政策に関して現場の人たちや関係者がどう考え
                                                        
9) 今村廣一は「増分主義説では，意志（ﾏﾏ）決定者達は現行の政策や提案される政策の全体
を見ておらず，社会的目標を明確にするでもなく（中略），目標達成のための政策代替案の
費用・便益の研究や，その代替案のランキングの研究等すべての関連情報に基づいて代替案
の選択をすることもしていない」と批判する（今村  2005：448）．  
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ているのか，その意見を聞くことにあり，政策の問題点について多岐にわたって
質問をした（資料，参照）．本稿はそれらの質問の中から「看護師国家試験に合格
せずに，帰国を余儀なくされた看護師候補者に対して，あなたは支援が必要だと
思われますか」と，「必要な場合，あなたはどのような支援が適切だと思われます
か」という二つの質問項目を取り上げ，調査対象者が帰国者の支援についてどの
ように考えているのかを検討した．  
調査対象者は日本人 20 名，インドネシア人 7 名，フィリピン人 2 名の合計 29
名である．日本人の内訳は，候補者受入れ病院関係者（看護師，病院の職員）8
名， 教員（看護教師・日本語教師）6 名，その他（自治体職員・NPO 関係者・無
職等）6 名 10)である．インドネシア人の内訳は，EPA 看護師 5 名，候補者 1 名，
その他 1 名である．フィリピン人の内訳は EPA 看護師 2 名である．性別による内
訳は男性が 10 名，女性が 19 名である（表 3，参照）．  
調査期間は 2013 年 6 月から 12 月である．面接調査のデータについてはインタ
ビュー・データをテープに録音し，筆者がテープの文字起こしをした．さらにそ
の内容については可能な範囲で調査対象者の確認を受けた．  
 
表 3 面接調査対象者の属性 
内訳別人数  性別  年代  
全体（ 29） 
日本  
（ 20）  
病院関係者 (8) 
男性 (2) 
 
女性 (6) 
 
教員（ 6）  
男性 (2) 
 
女性 (4) 
 
その他（ 6）  
男性 (5) 
 
女性 (1) 
 
インドネシア  
（ 7）  
EPA 看護師（ 5） 
男性 (1) 30 代  
女性 (1) 20 代  
女性 (3) 30 代  
候補者（ 1）  女性  20 代  
その他（ 1）  女性  
 
フィリピン  
（ 2）  EPA 看護師（ 2） 
女性  30 代  
女性  40 代  
出典：筆者の面接調査による  
略語：病院関係者（看護師，病院の職員）， 教員（看護教師・日本語教師），その他（自治体
職員・NPO 関係者・無職等） 
 
4.2 面接調査結果について  
 
それでは具体的な帰国者支援に関する意見を見ていこう．表 4「帰国者支援に
                                                        
10) 調査対象者の中には，職業や経歴に関して，複数の背景を持つ人もいた．したがって，こ
の分類は自己申告に基づくものとした．  
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関する意見」は，調査対象者の意見を傾向別に分類したものである．しかしなが
ら，それぞれ但し書きつきで複数の支援内容が含まれているため，表 5「支援別・
国別分類」ではそれぞれの意見を内容別に分類し直して掲載した．  
表 4「帰国者支援に関する意見」によると，「支援が必要」という回答者は 26
名（89.7%）である．その内訳は，「就職支援」が日本人 3 名（10.3%），「就職支
援と再挑戦の支援」が 3 名（インドネシア人 2 名，フィリピン人 1 名，  10.3%），
「学習支援」が 2 名（日本人 1 名，インドネシア人 1 名，  6.9%）であり，「再挑
戦の支援」は，16 名（55.2%）である．  
ここでの特徴は，日本人が「就職支援」または，「再挑戦の支援」と支援を単独
で考えている人が多いのに対してインドネシア人とフィリピン人は「就職支援と
再挑戦の支援」の両方が必要と考えていることである．  
「再挑戦の支援」はさらに「条件付き」14 名（48.3%）と「条件無し」2 名（6.9%）
に分類される．「再挑戦の支援」の中で「条件付き」14 名は，日本人 9 名（9/20：
20 名中 9 名，以下同様），インドネシア人 4 名（4/7），フィリピン人 1 名（1/2）
で，それぞれの約半数を占める意見である．条件には，「この人にはまた来て欲し
いという病院と候補者があれば」（日本，病院関係者，男性）や，「適性があるか
ないかはふるいにかけたい」（日本，病院関係者，女性），「戻りたい人には」（イ
ンドネシア，EPA 看護師，女性，30 歳代）など，さまざまな条件がある．  
これらの条件が出された背景には，日本人からは一部の候補者に「全く勉強し
ないで，努力もせずに帰ってしまった人」（日本，その他，男性）がいたことや，
「帰った人は何らかの学力が不足している人が多い」（日本，その他，女性）こと
が指摘されていた．一方でインドネシア人やフィリピン人は個人の意志を尊重し
たうえで，戻りたい人には支援をしてほしいと考えている点が特徴的である．  
「再挑戦の支援」の中の「条件なし」と回答したのは日本人 2 名で，｢再試験の
確実なチャンスをあげる｣（日本，病院関係者，女性）べきであるとする意見が挙
げられた．これは，「勉強も努力もせずに帰ってしまう人がいた」とは考えていな
い日本人がいることを示している．  
「支援は必要」の中の「その他」2 名（6.9%）の意見では「帰ったからもう知
らないということはできない」（日本，教員，男性）や，「帰国者が日本と関わり
を持たないと日本の損失」（日本，教員，男性）という意見があった．  
「支援は必要」という回答以外を指す「その他」は 3 名（10.3%）いた．そのう
ち「支援は不要」という回答は日本人 2 名（6.9%），「何とも言えない」は日本人
1 名（約 3.4%）である．「支援は不要」でも「受入れを 3 年間ではなく 5 年間に
する」（日本，その他，男性）や，「必要に応えられる業界（例えば，海外にある
介護事業等），または応えられる人がすればいい」（日本，その他，男性）等の代  
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表 4 帰国者支援に関する意見 
支援の種別  
国別
割合  
理    由  
支援の内容・  
その他の意見  
合  
計  
（ 29）  
100%  
支  
援  
は  
必  
要  
（ 26）  
89.7%  
就  
職  
支  
援  
（ 3）  
10.3%  
日  
本  
帰った人は何らかの学力が不足して
いる人が多い .もう一回国家試験に挑
戦するのは厳しいと思う．就労支援は
良い（日，そ，女）  
帰国者を出さないために国家試験合格へ
のロードマップを作る  
全く勉強しないで，努力もせずに帰っ
てしまった人は，なかなか支援するっ
て言っても難しい，本当に涙をのんだ
っていう人だったら，就職につながる
支援（日，そ，男）  
現地の日本のクリニックや日本人が行く
病院への就職支援  
職業斡旋っていうのはありだと思う．
日本語づけで受からなかった人がイ
ンドネシアの新聞を読んで，テレビを
見て，同じ問題を 1 年ブランクを置い
てまた受かるっていうのはない（日，
そ，男）  
母国のための支援は日本人が内政干渉的
にどこまでするのかっていうこと．医療
の高度化と言っても出来る地域，人，施
設等限られてくる．帰国した候補者たち
に国に帰って頑張ってっていうのはこの
システムでやることではないと思う．
ODA とか J I CA が見通しをしてやるのは
意義もある．  
就  
職  
と  
再  
挑  
戦  
の  
支  
援  
（ 3）  
10.3%  
イン
ドネ
シア  
（ 2）  
6 .9%  
仕事紹介もありがたい．日本語生かせ
るなら，生活がかかっているので，看
護師じゃなけりゃいけないっていう
のは，本人たちに任せる（尼，そ，女） 
現地で試験実施．学習支援（試験勉強の
テキスト，過去問集の提供），日本語 3
級取得それで次の仕事につながる  
日本の文化とか愛しているから，看護
師の仕事でないのは残念だがインド
ネシアにある日本の会社，クリニック
への支援．向こうに帰ってから日本に
来るのは難しい．飛行機代も日本の生
活代も，経済的にも難しいので支援が
あればすごく助かる（尼， E 看，女，
30）  
再挑戦の渡航費・生活費の援助．もう一
回日本の看護師になりたい人が全然違う
仕事やって，少しずつ看護師の知識がな
くなったのは残念  
フィ
リピ
ン  
（ 1）  
3 .4%  
3 年間看護師の仕事をしなかったま
ま，他の外国に行くのは厳しい．日本
語も覚えたから，もったいない．フィ
リピンかジャパニーズのカンパニー
に就職支援か日本に戻させるか（比，
E 看，女， 40）  
フィリピンで日本の学校，最初から日本
語の勉強とかあったらいい  
学  
習  
支  
援  
（ 2）  
6 .9%  
日本
（ 1）  
3 .4%  
今やっている支援は，看護師国家試験
を今後受けるためにサポートではな
く，日本語ができる方を対象として，
企業がリクルートしたりというとこ
ろが多い（日，教，女）  
国家試験に合格するためのサポート  
イン
ドネ
シア  
（ 1）  
3 .4%  
学習支援（尼，候，女， 20）    
再  
挑  
戦  
の  
支  
援  
（ 16）  
55.2%  
条  
件  
付  
き  
(14)  
48.3%  
日本
（ 9）  
31.0%  
闇雲に支援すればいいというもので
はないと思う．この人にはまた来て欲
しいっていう病院と候補者があれば
いい．現地の日本企業で働くことも本
人が希望するのであればいい（日，病，
男）  
  
3 年間の収入で満足な人もいるので頑
張りたい人だけ（日，病，男）  
予備校のようなものをつくる  
1 年で合格出来るような方（日，病，
女）  
ガイドラインが必要  
適性があるかないかっていうのは篩
にかけたい（日，病，女）  
  
日本で就職するなら（日，病，女）    
日本にきて看護を目指したい方には，
来られるチャンス．いやだという方に
は無理じいしない（日，教，女）  
  
日本で得た経験だとか知識を武器に
自分でスキルアップに利用するので，
就職だとか就労に関して，支援する必
要はない．再来日して試験を受けたい
のであれば，支援をすべき（日，そ，
男）  
  
失敗して帰られてもそれなりの目的
を達成している．一方日本語が出来て
かなり金をかけた方たちが，来たいと
言っているなら，スムースに来られる
仕組みを作ったら，またゼロから教え
るよりは，効率がいい（日，病，女） 
向こうで国家試験が受けられる．渡航費
を出す．再度国家試験を受けられる  
国家試験もチャレンジし続けたいと
思う人には支援が必要．あきらめた人
には必要ない（日，教，女）  
学習支援．例えば通信教育とか， e ラー
ニングとか  
17 
 
イン
ドネ
シア  
（ 4）  
13.8%  
頑張りたい人がもう一度チャンスが
あった方がいい．ぎりぎりな人に日本
の病院受入れ施設があった方がいい．
日本の会社に就職もいい（尼， E 看，
女， 30）  
帰国した人が次に来る方への相談にのっ
たり，情報交換する  
戻りたいという人には，多分支援が必
要．もう一回チャレンジしたいとか，
もっと日本語勉強したい人がいます
から．国全体はどうか分からない．支
援必要か必要じゃないか個人個人に
よる（尼， E 看，女， 30）  
  
インドネシアでもちょっとだけ勉強
させてもらって，準備できたらリチャ
レンジ．日本の会社に紹介するのはい
い（尼， E 看，男， 30）  
  
日本にもう一回戻ったら，支援とか欲
しい．もう一回挑戦したかったら，応
援して欲しい（尼， E 看，女， 20）  
  
フィ
リピ
ン  
（ 1）  
3 .4%  
戻りたい人だけ支援する．他は別の生
活がある．日本の企業への支援，病院
だったらすごいいい（比， E 看，女，
30）  
  
 
条  
件  
無  
し  
（ 2）  
6 .9%  
日本  
再試験の確実なチャンスをあげる  
（日，病，女）  
ホットラインみたいに，つながっている
支援  
再挑戦のチャンスはあった方がいい
（日，病，女）  
  
その他（ 2）  
6 .9%  
日本  
看護助手として働きたいのであれば，
それでいい．インドネシアで普通に生
活していると，もう一回受験しても受
からないと思う．本人たちがどう思っ
ているか，調べなければいけない．帰
ったからもう知らないやということ
はできない (日，教，男， 40）  
海外で介護ビジネスを日本企業がやる時
に橋渡し役，斡旋の紹介，支援．J ICA な
どが医療，生活改善の指導時に彼女たち
を使う．合格へのロードマップが出来て
いない  
帰国者がこのまま日本と関わりを持
たないと日本が損失をしていると思
う（日，教，男）  
情報提供，母国で国家試験が受けられる  
その他
(3)  
10.3%  
支援は不要  
（ 2）  
6 .9%  
日本  
結婚・メッカへの巡礼など個人の理由
がある (日，そ，男 )  
受入れは 3 年でなく 5 年に  
支援は押しつけするのではなく，必要
に応えられる業界 (例，海外にある日
本の介護施設等 )，またはそういう人
がすればいい（日，そ，男）  
  
何とも言えな
い  
（ 1）  
3 .4%  
日本  
EPA そのものの制度がはっきりしな
いので，継続で支援をしていくってい
うと，帰る人の方が多いというあたり
のところがどうなっていくのかよく
理解出来ないので，何とも言えない
（日，教，女）  
制度としてどうあるべきかを考える  
 
出典：筆者の面接調査による  
略語：病＝病院関係者（日本人看護師，病院の職員），教＝教員（看護教師・日本語教師），
そ＝その他（自治体職員・ NPO 関係者・無職等），E 看＝EPA 看護師，候＝候補者 
 
替案を出している．「何とも言えない」は，EPA 受入れ政策を「制度としてどう
あるべきかを考える」（日本，教員，女性）必要があることを指摘し，相手国との
関係や社会状況が変化する中で EPA 受入れ政策に再考を促している．  
表 5「支援別・国別分類」は一つの意見を 1 件と数え直したものである．した
がって，意見の総数は 66 件にのぼる．  
「支援は必要」という意見は 58 件（88%），その内，日本人は 33 件（33/20：
20 名から 33 件，以下同様），インドネシア人 19 件（19/7），フィリピン人は 6 件
（6/2）である．インドネシア人とフィリピン人の調査対象者は EPA 看護師だけ
でなく，支援者も含まれる．支援者は直接自身の利害に結びつかないにもかかわ
らず，同邦の帰国者に対して多数の支援が必要と考えている．  
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「支援は必要」以外を指す「その他」の意見は 8 件で，すべて日本人であり，
インドネシア人やフィリピン人は「支援は不要」とか「再挑戦は厳しい」という
見方はしていない．  
「支援は必要」のなかで，日本人の回答に多いのは「再挑戦への支援」（11/20）
と「就職支援」（4/20）である．具体的にどのような支援が必要かについては，た
とえば「帰国者を出さないロードマップ・ガイドラインを作る」というものがあ
った．これは，1 年間の滞在期間の延長が滞在 3 年目の国家試験の点数で決めら
れることを批判するものである．  
実は滞在期間を延長する対象者の線引きをめぐり，外務省は「合格者を含めて
上位 81 人目の者が獲得した得点以上」という方針を厚労省に伝えた．これを受け，
厚労省は「102 点以上」と決めた．このことについて「厚労省国際課は『大量の
帰国者が出て，外交上問題になるのを防ぐための措置．何人までなら問題になら
ないか外務省が判断した』」（『朝日新聞』  2011.6.14）という．なぜ 102 点にした
かという経緯が興味深い．  
滞在期間の延長は，何人残せば外交上の問題にならないのかがその決定要因で
あって，どのように外国人看護師を受入れるのかや，何点取得していれば翌年の
国家試験の合格に達することが出来るのかという予測に基づいて決められたもの
ではない．ある調査対象者は，「（いきなり）3 年目になって 110 点以上の人は残
るとか言われても，おかしいと思います」（日本，その他，女性）と指摘し，  1
年目や 2 年目に中間目標を設定することで，候補者や受入れ病院に国家試験合格
への具体的な対策につながる支援を提案している．  
インドネシア人は，「再挑戦の支援」6 件，「就職支援」4 件の他，「母国で国家
試験の受験」，「渡航費の支給」，「母国で相談・情報交換・情報提供」が各 1 件あ
った．フィリピン人は「就職支援」2 件，「学習支援」1 件の他に「母国に日本の
学校・予備校を作る」（フィリピン，EPA 看護師，女性，40）が 1 件あった．  
 「再挑戦の支援」は日本人 11 件，インドネシア人 6 件，フィリピン人 1 件の合
計 18 件である．「就職支援」は日本人 4 件，インドネシア人 4 件，フィリピン人
2 件の合計 10 件である．「学習支援」は，日本人 2 件，インドネシア人 3 件，フ
ィリピン人 1 件の合計 6 件である．帰国者を母国で支援する「就職支援」に対し，
帰国者を日本に戻そうとする「学習支援」と「再挑戦の支援」を合計した対比は，
10 対 24 である．  
「支援は必要」以外を指す「その他」の 8 件（12%）はすべて日本人で，その
うち「支援は不要」は 3 件（3/20）あった．その理由としては，「帰国には個人の
理由がある」（日本，その他，男性），「支援を押しつけない」（日本，その他，男
性），「日本で得た経験・知識は武器になるから就労に支援は必要ない」（日本，そ
の他，男性）に分かれた．一方で「再挑戦は厳しい」という見方は 4 件（4/20）
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あり，「インドネシアで普通に生活していると，もう一回受験しても受からないと
思う」（日本，教員，男性）という意見があった．  
 
表 5 支援別・国別分類 
総数  支援内容  理  由（件数）  
全  
体  
（ 66）
100% 
支  
援  
は  
必  
要  
（ 58）
88% 
日本
（ 33）  
再挑戦の支援（ 11）  
就職支援（母国の日本のクリニック・企業等を含む）（ 4）  
帰国者を出さないロードマップ，ガイドラインを作る（ 3）  
学習支援（国家試験合格・通信教育・ e ラーニング等を含む）（ 2）  
母国で国家試験の受験（ 2）  
海外の日本の介護事業へ（ 2）  
母国で日本の学校・予備校を作る  （ 1）  
渡航費支給（ 1）  
母国で相談・情報交換  ・情報提供（ 1）  
ホットラインのようにつながっている支援  （ 1）  
ODA・ JAICA への協力   （ 1）  
日本の損失になる（ 1）  
ゼロから教えるよりは，効率がいい（ 1）  
受入を 3 年でなく 5 年間に（ 1）  
看護助手としてなら受入れる（ 1）  
インド
ネシア
（ 19）  
再挑戦の支援（ 6）  
就職支援（母国の日本のクリニック・企業等を含む）（ 4）  
学習支援（国家試験合格・通信教育・ e ラーニング・試験勉強のテキスト，過去問
集の提供）等を含む）（ 3）  
母国で国家試験の受験（ 1）  
渡航費支給（ 1）  
母国で相談・情報交換  ・情報提供（ 1）  
日本語 3 級取得（ 1）  
日本の病院で受入（ 1）  
個人の希望による支援（ 1）  
フィリ
ピン
（ 6）  
再挑戦の支援（ 2）  
就職支援（母国の日本のクリニック・企業等を含む）（ 2）  
学習支援（国家試験合格・通信教育・ e ラーニング等を含む）（ 1）  
母国で日本の学校・予備校を作る  （ 1）  
その他  
 
日本  
（ 8）
12% 
支援は  
不要  
（ 3）  
帰国には個人の理由がある（ 1）  
支援は押しつけない（ 1）  
日本本で得た経験・知識は武器になるから就職支援は不要（ 1）  
再挑戦
は厳し
い（ 4） 
帰った人は何らかの学力不足がある（ 1）  
インドネシアで普通に生活していると，もう一回受験しても受からないと思う（ 1） 
勉強や努力もせずに帰った人は，支援が難しい（ 1）  
日本語づけで受からなかった人が同じ問題を 1 年ブランクを置いてまた受かるって
いうのはない（ 1）  
以外
（１）  失敗して帰国してもそれなりに目的を達成している（ 1）  
出典：筆者の面接調査による．  
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4.3 面接調査結果のまとめと考察  
 
以上の結果から見えてきたことは，調査対象者の大多数は帰国者支援が必要と
考えていることである．またその帰国者支援の提案の多くは，帰国者を日本に戻
そうとする動きであるが，母国での就職支援も一定の割合を占めていた．  
ではなぜ調査対象者の多くは，帰国者を日本に戻そうと思うのであろうか． 第
一の理由は，就職支援はそもそも送り出し国側の責任であるため，日本政府が就
職支援を行おうとすれば，内政干渉になりかねないという認識があるからである．
ある病院関係者は，「（看護師の国際移動は）現地の国の問題と重なって，現地の
国に問題があるが故に外に出たいと思う人たちがいる．そういう人たちがいる中
で，それを拒否する必要はないと思う．流出だけではなくて，現地に帰る方がで
てくれば，現地の医療支援になる．一回出た人が帰って来た時に，どういう受入
れができるのかっていうことをその送り出し国は考える必要がある」（日本，病院
関係者，男性）という．一方で「母国のための支援は日本人が内政干渉的にどこ
までするのかっていうこと」（日本，その他，男性）という指摘もあった．また「イ
ンドネシアの国がどういう風に自分の国の医療体制を整えて行くかって言うのは，
向こうの国が考えること」（日本，教員，女性）という意見もある．つまり帰国者
の扱いは送り出し国の政策にかかっているという意見である．  
第二の理由は，帰国者が母国で看護師に戻らないであろうという認識があるか
らである．帰国後に看護師として働きにくいことに関しては二つの理由がある．
一つ目は，「なんで帰ってから看護師をしないのかっていうと，日本に来ている間
は看護師の仕事に対してはブランクですよね．そこで帰っても期待に応えられな
い」（日本，教員，男性），という母国における就労経験の空白期間を指摘するも
のである．この意見の背景には，日本の看護が食事介助や，おむつ交換等の「療
養上の世話」の業務が多く，インドネシア・フィリピンの看護は注射業務に加え
て，患者の疾患・症状に対応した医療処置等の「診療の補助」の業務が多い（前
田 2013: 6）ことが関係している．  
「合格しないと看護師としては勤務できないので日本の医療現場の看護師とし
ての経験を積ませてあげられない仕組みになっている」（日本，その他，男性）と
いう指摘もある．フィリピン人 EPA 看護師（女性，40 歳代）も「3 年間看護師の
仕事をしなかったまま，他の外国に行くのは厳しい」と，日本の看護業務とフィ
リピンやその他の国との看護業務の違いを認めている．  
帰国後に看護師として働きにくい二つ目の理由は収入と関係がある．ある日本
人は，「なかなか現地に帰って仕事が出来ないのは給料的な側面もあるんです」（日
本，病院関係者，男性）と指摘する．また「インドネシアに帰って結局月給 1 万
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円でがんばれるかって，気持ちが持たない．1 万円で夜勤，責任ある仕事が出来
るかっていうと，やっぱり日系企業で 3 万円とか 4 万円もらうっていう方になる」
（日本，教員，男性）という意見もあった．インドネシア人は，「（日本の企業な
ど）もっといい給料もらえる所とかに入るから」（インドネシア，EPA 看護師，
女性，30 歳代），「帰って，インドネシアの会社で多分お給料，あんまり多くない
からかなぁと思って．日本の会社，いい会社だから，お給料もちゃんと払ってく
れてるから」（インドネシア，EPA 看護師，女性，30 歳代），「インドネシアって
看護師の給料って結構低いと思いますよ．人気もないし，疲れるし．日本の会社
とか入ったら，通訳で働いたら，ちょっと給料的とかいいかもしれないですね」
（インドネシア，EPA 看護師，女性，20 歳代）と看護師になるよりも日本で身に
つけた日本語力を活かした仕事に就く方が収入が期待できることを指摘している． 
そしてフィリピン人は，「フィリピンではやっぱり給料は安いですね．それで皆
さんは外国に行きたいと思います」（フィリピン，EPA 看護師，女性，40 歳代）
と，看護師を続ける場合も別の国に移住する可能性が高いことを示唆している．
このように経済格差が母国で看護師に戻らない理由の一つとなっている．  
他方で，「元々3 年間給料もらって帰る．インドネシアに帰ったら新しいビジネ
ス始められる．資金集めみたいな気持ちもあるんですね．本気で長く日本に残っ
て，働くという人が少ないです」（インドネシア，その他，女性）という意見もあ
る．どのようなビジネスかには言及がないので，日本での経験がインドネシアの
医療に役立つビジネスかどうかは分からないものの，看護師として戻る気持ちを
最初から持たない人が中には含まれる可能性を示している．  
またインドネシアやフィリピン国内の日系のクリニックで働くことに関しては，
「クリニックの仕事というのは，決して高度医療ではない．それはただ日本人が
安心して通えるという日本語，仕事の仕方，時間を守るということを買われてい
るだけで，決して医療技術を評価されてということではない」（日本，教員，男性）
と，日系のクリニックで働くことは送り出し国の医療機関で働くこととは異なる
という指摘もあり，どういう職業であれば送り出し国の医療環境をよくすること
につながるのかは，今後に議論を重ねていかなければならない問題である．  
注目すべき意見として「JICA などが医療，生活改善の指導時に彼女たちを使う」
（日本，教員，男性）という提案が 1 件あった．その他にも  ODA や JICA との連
携を 2 名が提案している．「 JICA が設定している長期研修の方が，日本で看護師
はどういう風に動いているか，医療の現場で半年なり１年なり見られますので，
（JICA で）研修して帰国する仕組みの方が，むしろいいかも」（日本，その他，
男性）という意見や，「帰国した候補者たちに国に帰って頑張ってっていうのはこ
のシステムでやることではないと思う．ODA とか JICA が見通しをしてやるのは
意義もある」（日本，その他，男性）という意見があり，帰国者が日本で獲得した
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技術や知識を母国で活用するためには EPA 受入れ政策の枠を越えた支援が必要
との意見である．  
調査対象者の意見から見えたことは，送り出し国の医療機関に候補者を戻すこ
とは内政干渉になって出来ないこと，日本企業や日本のクリニックに通訳等で勤
務するのは送り出し国の医療環境の改善につながらない蓋然性があることから，
日本の海外での医療支援活動と帰国者の活動を連動させるというようなアイデア
であった．  
以上を踏まえて帰国者にはどのような政策が望ましいかを考える．  
 
5. 考察  
 
5.1 EPA 受入れ政策の課題  
 
外国人看護師の国際移動に関する先行研究は多い．しかしながら，日本におい
て外国人看護師が必要か必要ではないのか，必要な場合にはいつ何人必要か，そ
の在留資格と在留期限はどうするのか，家族の帯同と家族の在留資格等はどうす
るのかなど，受入れ政策についての具体的な議論は稀である．  
EPA 受入れ政策においては，帰国者の問題が重要な検討課題となっている．し
かしながら，本稿でも紹介したように，いくつかの改善策が取られているので，
今後も国家試験合格者の動向を見ていく必要がある．さらなる改善案として，1
年目や 2 年目など途中の到達点を候補者や受入れ病院関係者に知らせるなど，国
家試験合格へのガイドラインを示すような対策を講じることも合格者を増やすた
めの鍵になってくるだろう．   
報道によると，あるインドネシア人の帰国者は 2009 年に来日し，受入れ先の病
院で午前 9 時から午後 2 時まで看護助手として勤務し，午後 2 時から 5 時半まで
病院関係者の助けを借りながら勉強したが，もう一度受験できる得点に及ばず帰
国した．本人は「恥ずかしい．（中略）早く帰ってきた．頭が悪いと思われる」（『朝
日新聞』  2013.5.15）と述べたという．この事例のように，受入れ病院が毎日 3
時間半の学習時間を与え，学習の助けをするなどの協力を行い，候補者も国家試
験合格へ向けて努力したにもかかわらず合格できない場合もあるだろう．  
こうした場合，一体誰に不合格の責任を求めることができるのであろうか．「国
家試験に合格できなければ帰国」という EPA 受入れ政策の中には，日本の「メリ
トクラシー」 11)の構図が透けて見える．すなわち候補者の努力に重きが置かれて
                                                        
11) 苅谷（2000:190-217）は，社会的選抜において，個人の属性よりも，能力と努力からなる
メリットが重視される社会を「メリトクラシー」と呼ぶ．そして日本の能力＝平等主義を基
盤とした教育は，「生まれ」によらず，だれでもがんばれば「100 点」がとれる，誰でも教
育において成功できるチャンスが与えられていることを強調していると論じる．  
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いるため，国家試験に合格できない原因も候補者の努力不足に責任転嫁する構造
があると，筆者は考える．  
一方で候補者や帰国者への支援には，費用の問題もあり限界もある．母国での
訪日前 6 ヶ月の日本語研修で，あまりにも難しいと感じた人は，訪日前にあきら
めるかも知れない可能性は出てきたが，どういう候補者が国家試験に合格する確
率が高いのかは，「パラメータが多すぎて学歴とか職歴とか，年齢，性別とか，あ
あいったものを全部比べてみたところで，有意味なデータは取りにくい」（日本，
その他，男性）現状があるという．現時点では，候補者選びの段階で誰が国家試
験に合格するのか判断することは困難であるという．  
他方，候補者の中には自発的に帰国を希望する人がいることへの配慮も必要と
なる．加えて本稿では言及出来なかったが，受入れ病院によって学習支援の環境
が異なる実態もあり，それが理由で合格をあきらめざるを得なかった帰国者もい
たとの証言を得ている．またそもそも，国家試験の合格だけが日本で看護師とし
て受入れられる基準とされていることにも問題があるかもしれない．   
さらに，長期的にキャリアを地道に積み，例えば 10 年後に送り出し国側の保健
省の役人になるとか，病院でもっと昇進するとか，学校の先生になるのであれば，
海外留学の経験は確実に役立つはずである 12)という指摘もある．候補者がどのよ
うにインドネシアやフィリピンの医療に関わって行くのかを，長期にわたって見
守っていく必要がある．  
 
5.2 帰国者支援に関する政策提案  
 
以上を念頭において，筆者が提案するのは，帰国者に対する送り出し国内での
雇用の創出，特に日本で学んだ技術や知識を生かした雇用の創出である．  
本調査で得られた知見を要約すると，①送り出し国側は看護師の失業率が高い
こと，②帰国者は母国で失業状態の人がいること，③結婚や家庭の事情など，母
国での就職を希望する者がいること，④就職支援では帰国者と日本との関連が求
めてられていること，⑤ODA や JICA との協力で帰国者への雇用が提案されてい
ることなどが挙げられる．  
現在の支援政策は，帰国者を日本国内で受入れることに焦点が当たっている．
確かにこれも有効な政策であるが，もう一つ帰国者への選択肢を増やし，送り出
し国側で日本とつながりをもった看護師職の雇用を創出することも一つの支援の
形である．それは候補者の一人一人の思いを尊重することでもあると筆者は考え
る．  
帰国者は日本と関わりのある医療関係の仕事に就くことで給与の保証が可能に
                                                        
12) 2013 年 9 月 14 日，奥島美夏氏（天理大学准教授）にご教示頂いた．  
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なる．送り出し国は帰国者が日本で得た看護知識や技術を生かして働くことで医
療環境の改善になり失業率の改善にもつながる．そして日本にとっては国際貢献
の一例となる．   
具体的には①次に来日する人のための訪日前日本語研修の場で日本の文化・習
慣に関する情報や，日本の看護に関する情報を伝達する職業，②ODA や JICA 等
の海外での医療活動や，将来的には外務省の「海外における日本語の普及促進」13)
などの活動とも連携させた雇用の創出の可能性を探ることである．  
この政策を実行する際の課題は，現行の EPA 受入れ政策が候補者の国家試験対
策を受入れ病院に頼っていることにあると考える．現状において受入れ病院の負
担は重く，今後も負担の拡大が懸念されている．早急に候補者の受入れ方法を変
更しなければ，同政策の存続は難しくなるだろう．また ODA や JICA 等の両国で
の医療活動と EPA 受入れ政策との間で連携がとれるのかという点も課題になる．
さらに自発的帰国希望者であったとしても，国家試験に不合格のまま帰国するの
ではなく，看護師国家資格を取得してから帰国するように勧める努力が必要にな
るなど，この政策を実行するに当たっては課題も多い．   
EPA 受入れ政策は「看護・介護分野の労働力不足への対応として行うものでは
なく，相手国からの強い要望に基づく経済活動の連携の強化の観点から実施する
ものである」（総務省 2013:120）という立場を建前としており，あくまで外交上
の配慮から実施されている政策である．確かに公共政策の決定過程で，外交に配
慮することは重要な課題の一つである．しかしながら，その建前を固辞して，候
補者の労働環境の整備や帰国者への適切な就労支援を欠いては人道に反する．帰
国者向けに雇用を創出することは，候補者の受入れに日本が「非関税障壁」を設
けているという批判をかわすことにもつながるだろう．  
 
5.3 今後の研究課題  
 
今後の研究課題は以下のとおりである．第一に，外国人看護師の国際移動と「頭
脳流出」の議論の関連について，より注意深く検討することである．頭脳流出の
先行研究は送り出し国の視点で語られることが多く，受入れ国側の視点が軽視さ
れる傾向が見られる．EPA 受入れ政策は母国では熟練労働者である候補者が，日
本では非熟練労働者として受入れられている点に注意が必要である．また上記に
関連して，候補者の在留資格についても引き続き研究を積み重ねる必要があるだ
ろう．  
                                                        
13) 外務省 2014（平成 26）年 1 月 8 日「海外における日本語の普及促進に関する有識者懇談
会」：海外において日本語の普及促進を図ることが，我が国国民や企業にとっても望ましい
国際環境の醸成に繋がる状況になっていることを踏まえ，設置されている懇談会．（2014 年
1 月 19 日取得，http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page5_000061.html）．  
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第二に，EPA 受入れ政策にかかわる現場で発生しているさまざまな課題につい
てさらなる検討が必要である．合計 26 時間 35 分に及ぶ面接調査の録音を行った
が，本稿は帰国者支援の観点からのみの分析となっており，その他の項目，例え
ば受入れ病院によって異なる学習支援の問題などについては分析することができ
なかった．その他の項目についても分析を行い，受入れ体制の改善につながるよ
うな研究を蓄積することが今後の課題である．  
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資料  
 
面接調査質問紙  
 
質問項目（支援者および受入れ関係者用）  
 
① 看護師候補者との関わりについて  
・あなたは看護師候補者とどのような関わりをお持ちですか．  
・あなたは看護師候補者と関わりを持たれてからどのくらいの期間がたちますか． 
・あなたはなぜ看護師候補者を支援なさるのですか．  
② EPA 看護師候補者受入れ政策の構造について  
・あなたは看護師候補者が働きながら国家試験を目指すことをどう思われますか． 
・あなたは看護師候補者を病院で受入れていることをどう思われますか．  
・あなたは受入れ先で給与・労働時間・学習支援などが異なることをどう思われま
すか．  
・あなたは 1 年間の就労前研修を十分と思われますか．  
・あなたは看護師国家試験を日本語で受けることをどう思われますか．  
③ 看護師国家試験に合格せずに，帰国を余儀なくされた看護師候補者に対して  
・あなたは帰国した人に支援が必要だと思われますか．  
・必要な場合，あなたはどのような支援が適切だと思われますか．  
④ 現状の政府の看護師候補者支援について  
・あなたは病院への補助金（H22 年度   候補者一人に約 11 万 7 千円 /年，一施設
に約 29 万 5 千円 /年）についてどうお考えになりますか．  
・あなたは看護師国家試験の時間延長あるいはふりがなをつけたことに関してどう
思われますか．  
⑤   看護師候補者について  
・あなたは看護師候補者の看護技術をどう思われますか．  
・あなたは看護師候補者の出身国と日本の看護技術や知識などの違いについてどう
思われますか．  
・あなたは看護師候補者の出身国の医療環境についてどうお考えになりますか．  
・あなたは途上国から先進国に看護師が移動することに関してどう思われますか． 
・あなたは日本の看護師になることを希望しない看護師候補者がいるという情報を
お聞きになったことがありますか．  
・あなたは上記のような看護師候補者にお会いになったことがありますか．  
・多数が国家試験に合格できずに帰国している現状がありますが，あなたは現状の
看護師国家試験への教育は適切と思われますか．  
・あなたは病院の提供している看護師国家試験への教育にばらつきがあることをど
う思われますか  
・あなたは受入れ病院によって，勤務時間内学習時間にばらつきがあることをどう
思われますか．  
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⑥ あなたは看護師候補者を支援する政策の変更が必要だと思われますか．  
⑦ その他ご自由に．  
⑧   基本情報について  
あなたの性別はどちらですか．  
あなたの年代を教えてください． (   ) 代  
あなたの住んでいる所はどこですか（県，市）．  
あなたのご職業はなんですか．  
以上  
 
 質問項目（候補者・EPA 看護師用）  
 
①  EPA 看護師候補者受入れ政策について  
・あなたはなぜ EPA 受入れ政策に参加なさったのですか．  
・あなたは合格したら日本に住み続けたいですか（その理由）．  
・上の場合家族を呼び寄せたいですか．  
・あなたは看護師ではなく看護師候補者として受入れられたことをどう思われます
か．  
・EPA 受入れ政策が出身国での経験年数を無視していることについてどう思われま
すか．  
・あなたは日本語で看護師国家試験を受けなければならないことをどう思われます
か．  
・あなたは看護師国家試験に合格しない場合，帰国をしなければならないことをど
う思われますか．  
・あなたは帰国した人に支援が必要と思われますか．  
・支援が必要な場合どのような支援が必要と思われますか．  
・あなたは日本の在留資格についてどう思われますか．  
・あなたは途上国から先進国に看護師が移動することをどう思われますか．  
・あなたは，看護師国家試験にふりがなをふることをどうおもわれますか．  
・あなたは，看護師国家試験の時間延長をどう思われますか．  
②  仕事について  
・現在あなたはどのような業務内容ですか．  
・現在の業務内容についてあなたはどう思われますか．  
・あなたは日本の看護師をどう思われますか（出身国の看護師との比較）．  
・あなたは出身国と日本の看護技術や知識の違いをどう思われますか．  
・あなたは出身国の医療環境をどう思われますか．  
③  学習について  
・あなたの現在の看護師国家試験に向けての学習時間をどう思われますか．  
・あなたの現在の看護師国家試験に向けての学習方法をどう思われますか．  
④  もし帰国することになったら  
・あなたは出身国の医療環境を良くする努力をしたいと思われますか．  
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・あなたの現在の業務内容は帰国後出身国の医療に役立つと思われますか．  
⑤  その他  
・あなたは給料をどのように使っていますか．  
・あなたは休日をどう過ごされていますか．  
・あなたは今困っていることがありますか．  
⑥  EPA はどうなったらもっとよくなると思われますか．  
・その他ご自由に．  
⑦  基本情報について  
・あなたの性別はどちらですか．  
・あなたの年代を教えてください． (   ) 代  
・あなたの出身地はどこですか（国・地方・市）．  
・あなたはどの宗教を信仰なさっていますか．  
・あなたの出身国での看護師の経験年数は何年ですか  
・あなたは何年何月に来日なさいましたか．  
・あなたは出身国で日本語の学習期間はどのくらいありましたか．  
・あなたの現在の職場のあるところはどこですか（県・市）．  
 
以上  
